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第 １ ６ - ０ ０ ３ 号 

２０１６年４月２８日 

平成２８年３月期決算について

ＡＮＡホールディングスは、本日４月２８日（木）、平成２８年３月期決算を取りまとめました。詳細

は「平成２８年３月期決算短信」をご参照ください。

１．平成２８年３月期の連結経営成績・連結財政状態 
（１）概況

・当期のわが国経済は、年初から期末にかけて円高・株安傾向が進み、一部の業種では業績見通し

に慎重さが増しつつあるものの、総じてみれば個人消費が底堅い動きを維持しており、景気は緩や

かな回復基調が続きました。また、航空業界を取り巻く環境は、国内・海外経済の緩やかな回復が

続く中で、訪日外国人の増加等により、需要は概ね堅調に推移しました。

・成田または羽田から海外４都市に新規就航する等、国際線ネットワークの拡充と首都圏デュアル

ハブモデルの強化を図り、国際的なハブ空港としての機能強化に努めました。また、機内や空港に

おけるサービスにおいて、お客様利便性の向上と競争力の強化に努めた結果、英国スカイトラック

ス社より、日本で唯一の顧客満足度で最高評価となる「５スター」に４年連続で認定されました。

・全米女子ゴルフツアーＬＰＧＡの公式エアラインとなったほか、『ＳＴＡＲ ＷＡＲＳプロジェクト』を始動

し、特別塗装機３機を世界各地に運航させる等、グローバルなブランド力の向上に努めました。

・事業規模を拡大させた国際線旅客事業を中心に収入が増加したこと等から、売上高は前期を上回

りました。事業規模の拡大等に伴い営業費用も増加しましたが、コスト構造改革に努めたこと等に

より、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益ともに過去最高となりました。

これらの結果、平成２８年３月期の連結経営成績は売上高が１７，９１１億円、営業利益は１，３６４

億円、経常利益は１，３０７億円、親会社株主に帰属する当期純利益は７８１億円となりました。なお、

当期の配当につきましては、１株につき５円の配当とさせていただきます。

単位：億円（増減率を除き、単位未満は切り捨て）

【連結経営成績】 平成２８年３月期 平成２７年３月期 増減 増減率(%) 
売 上 高 １７，９１１ １７，１３４ ７７７ ４．５

営 業 費 用 １６，５４７ １６，２１９ ３２８ ２．０

営 業 損 益 １，３６４ ９１５ ４４９ ４９．１ 

営 業 外 損 益 ▲５７ ▲２４４ １８６ ――

経 常 損 益 １，３０７ ６７１ ６３５  ９４．７

特 別 損 益 ３ １０８ ▲１０５ ▲９６．９

親会社株主に帰属する 
当 期 純 損 益

７８１ ３９２ ３８９  ９９．２

単位：億円（単位未満は切り捨て）

【セグメント情報】
平成２８年３月期 平成２７年３月期 増減

売上高 営業損益 売上高 営業損益 売上高 営業損益

航 空 事 業 １５，５３２ １，３９７ １４，８４６ ８１６ ６８６ ５８０

航空関連事業 ２，３１９ ▲４２ ２，２３７ ９０ ８１ ▲１３２

旅 行 事 業 １，６７３ ４２ １，６９０ ４５ ▲１７ ▲２

商 社 事 業 １，４０２ ５３ １，２７０ ４０ １３２ １２

そ の 他 ３３７ １６ ３２５ １６ １１  ０
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（２）航空事業 
①国内線旅客 
・北陸新幹線の開業による競争環境の変化に加え、７月以降に発生した台風や今年２月の降雪の

影響等により、旅客数は前期を下回りましたが、需要動向に応じて各種運賃を柔軟に設定し増収

に努めたこと等から、収入は前期を上回りました。 
・小型機材を活用して利用率の改善を図る等、需給適合に努めました。また、路線ネットワークでは、

サマーダイヤから伊丹＝函館線を再開したほか、ウィンターダイヤからは羽田＝関西線を増便し

ました。なお、需要が高まる夏休み期間を中心に、羽田＝沖縄線の深夜運航便を始めとする沖縄

発着路線を増便する等、需要の取り込みに努めました。一方、羽田空港の国際線発着枠の暫定

使用の終了に伴い、ウィンターダイヤから一部の路線を減便しました。 
・海外の旅行代理店で購入できる訪日旅客向け国内線新運賃「ＡＮＡ Ｄｉｓｃｏｖｅｒ ＪＡＰＡＮ Ｆａｒｅ」
の販売を開始する等、増加する訪日需要を着実に取り込みました。 
・７月より羽田空港において日本初となる自動手荷物預け機「ＡＮＡ Ｂａｇｇａｇｅ Ｄｒｏｐ」を導入した

ほか、４ヶ国語５言語に対応することで海外からのお客様の利便性も向上させた「新自動チェック

イン機」を国内全てのＡＮＡ就航空港に展開する等、サービスの向上に努めました。 

結果として、国内線旅客収入は２２億円の増収（前期比０．３％増）となりました。 
（増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て） 

【国内線旅客】 平成２８年３月期 平成２７年３月期 増減 増減率(%) 

旅客収入（億円） ６，８５６ ６，８３３   ２２  ０．３ 
旅客数（千人） ４２，６６４ ４３，２０３ ▲５３８ ▲１．２ 
座席キロ（百万座席キロ） ５９，４２１ ６０，２１３ ▲７９１ ▲１．３ 
旅客キロ（百万人キロ） ３８，４７０ ３８，５８２ ▲１１１ ▲０．３ 
利用率（％） ６４．７ ６４．１   ０．７ ――― 

 

 ②国際線旅客 
・１１月のパリ及び今年３月のブリュッセルにおけるテロ事件の影響により、一部の路線で需要が減

退しましたが、欧米及びアジア路線のビジネス需要が好調に推移したことに加え、全方面からの

旺盛な訪日需要を取り込んだこと等により、旅客数・収入ともに前期を上回りました。 

・当期において、成田＝ヒューストン・クアラルンプール・ブリュッセル線及び羽田＝広州・シドニー

線を新規開設したほか、成田＝シンガポール・ホノルル・バンコク線及び羽田＝北京・上海・香港

線を増便する等、国際線ネットワークを強化し、需要の取り込みを図りました。 
・サービス面では、１０月より日本と米国本土間の全路線のビジネスクラスにおいてフルフラットシ

ートの提供を開始し、お客様の快適性と競争力の向上に努めました。 
・今年３月３日に国際線定期便就航から３０周年を迎えました。 

結果として、国際線旅客収入は４７３億円の増収（前期比１０．１％増）となりました。 
（増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て） 

【国際線旅客】 平成２８年３月期 平成２７年３月期 増減 増減率(%) 

旅客収入（億円） ５，１５６ ４，６８３ ４７３ １０．１ 
旅客数（千人） ８，１６７ ７，２０８ ９５９ １３．３ 
座席キロ（百万座席キロ） ５４，７１０ ４９，４８７ ５，２２３ １０．６ 
旅客キロ（百万人キロ） ４０，６３５ ３５，６３９ ４，９９５ １４．０ 
利用率（％） ７４．３ ７２．０ ２．３ ――― 
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③貨物 

・国内線貨物は、４月より新予約販売システムを導入し、貨物代理店に空きスペース情報をリアル

タイムに提供する等、需要の取り込みに努めましたが、円安の影響で国際線からの転送貨物が

減少したことを始め航空貨物需要が低位に推移し、輸送重量・収入ともに前期を下回りました。 
・国際線貨物は、貨物便のアジアネットワークを強化したことに加え、拡大した旅客便ネットワーク

を活用して需要の取り込みを図ったほか、需要に応じて臨時便・チャーター便を設定し、沖縄貨物

ハブを活用してエクスプレス貨物需要の取り込みに努めましたが、日本発貨物や、円安の影響を

受けた海外発日本向け貨物が伸び悩んだこと等から、輸送重量・収入ともに前期を下回りました。 

結果として、国内線貨物収入は８億円の減収（前期比２．６％減）、国際線貨物収入は１１４億円の

減収（前期比９．２％減）となりました。 
   （増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て） 

【貨物】 平成２８年３月期 平成２７年３月期 増減 増減率(%) 

国

内

線 

貨物収入（億円）      ３１７      ３２５ ▲８ ▲２．６ 
輸送重量（千トン）     ４６６      ４７５ ▲８  ▲１．８ 
有償貨物ﾄﾝｷﾛ（百万ﾄﾝｷﾛ）     ４７２      ４７６ ▲４  ▲０．９ 

国

際

線 

貨物収入（億円）   １，１３３    １，２４７ ▲１１４ ▲９．２ 
輸送重量（千トン）     ８１０      ８４１ ▲３１ ▲３．７ 
有償貨物ﾄﾝｷﾛ（百万ﾄﾝｷﾛ） ３，５３２    ３，６０８ ▲７５ ▲２．１ 

 
④その他 
･マイレージ附帯収入やバニラ・エア㈱の収入、機内販売収入、整備受託収入等で構成される航空

事業におけるその他の収入は、１，９６５億円（前期比１８．４％増）となりました。 
･バニラ・エア㈱では、需要動向に応じて運賃を柔軟に設定する等、増収に努めました。また、１０月

から成田＝台北線を、今年１月から成田＝高雄線を増便したほか、台湾で中国語に対応した予約

センターを開設する等、利便性向上と訪日需要の取り込みに努め、当期における輸送実績は旅客

数が１，６９１千人（前期比４８．３％増）、利用率は８５．３％（前期差５．０ポイント増）となりました。 
 
（３）航空関連事業・旅行事業・商社事業・その他 
・航空関連事業においては、羽田空港や関西空港における空港地上支援業務の受託増等により、

当期の売上高は２，３１９億円（前期比３．６％増）となりましたが、当第３四半期においてパイロット

等訓練会社である連結子会社Ｐａｎ Ａｍ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ，ＩＮＣ．の株式取得時に計上したのれんの未

償却残高を一括償却したこと等から、４２億円の営業損失（前期 営業利益９０億円）となりました。 

・旅行事業においては、国内旅行では、主力商品「ＡＮＡスカイホリデー」が沖縄・北海道方面を中心

に取扱高が増加したこと等により、売上高は前期を上回りました。海外旅行では、円安基調の継続

や欧州におけるテロ事件の影響を受け主力商品「ＡＮＡハローツアー」の取扱高が減少したこと等

から、売上高は前期を下回りました。なお、訪日旅行については、台湾や中国を中心とした旺盛な

需要を取り込み、売上高は前期を上回りました。これらの結果、当期の売上高は１，６７３億円（前

期比１．０％減）、営業利益は４２億円（前期比６．０％減）となりました。 

・商社事業においては、訪日旅客数の増加等により空港免税店や空港物販店等のリテール部門が

好調であったことに加え、食品部門及び航空・電子部門も好調であったこと等から、当期の売上高

は１，４０２億円（前期比１０．４％増）、営業利益は５３億円（前期比３０．６％増）となりました。 

・その他については、建物・施設の保守管理事業が好調であったこと等から、当期の売上高は３３７

億円（前期比３．６％増）、営業利益は１６億円（前期比２．２％増）となりました。 
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（４）連結財政状態 
   （自己資本比率、Ｄ／Ｅレシオを除き単位未満は切り捨て） 

【連結財政状態】 平成２８年３月期 平成２７年３月期 増減 

総資産（億円） ２２，２８８ ２３，０２４    ▲７３６ 
自己資本（億円）  （注１） ７，８９８ ７，９８２     ▲８３ 
自己資本比率（％） ３５．４ ３４．７    ０．８ 
有利子負債残高（億円） （注２） ７，０３８ ８，１９８   ▲１，１５９ 
Ｄ／Ｅレシオ（倍） （注３） ０．９ １．０   ▲０．１ 
注１：自己資本は純資産合計から非支配株主持分を控除しています。 
注２：有利子負債残高にはオフバランスリース負債は含みません。 
注３：D／E レシオ＝有利子負債残高÷自己資本 

（５）連結キャッシュ・フロー 
単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【連結キャッシュ・フローなど】 平成２８年３月期 平成２７年３月期 

営業活動によるキャッシュ・フロー ２，６３８ ２，０６８ 

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲７４４ ▲２，１０７ 

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲１，３３２ ▲３０４ 

現金および現金同等物期末残高  ２，６５１ ２，０８９ 

減価償却費 １，３８８ １，３１３ 

 
２．平成２９年３月期の見通し 

・今後の経済見通しについては、海外景気の下振れや欧州・中東におけるテロ等の地政学リスク等、

景気を下押しするリスクが懸念されるものの、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果等もあり、

緩やかに回復に向かうことが期待されております。 
・このような状況下、ＡＮＡグループでは、今年１月に策定した「２０１６～２０２０年度 ＡＮＡグループ

中期経営戦略」を確実に遂行し、「世界のリーディングエアライングループを目指す」という経営ビジ

ョンの実現を目指します。 
・グループの収益基盤であるフルサービスキャリア事業においては、国内線では需給適合の強化に

より収益性の堅持に努めつつ、国際線では首都圏デュアルハブモデルを進化させ、ネットワークを

さらに拡充するとともに、海外におけるブランド力の向上と販売力の強化を図ってまいります。また、

貨物事業では収益性の維持・向上に努めつつ、ＬＣＣ事業では積極的な拡大を図るほか、ノンエア

事業の収益性を高め、ボラティリティ耐性を備えた最適な事業ポートフォリオの構築を目指します。 

これらの結果、平成２９年３月期の連結業績見通しは以下の通りとなります。なお、配当につきま

しては、１株につき６円を予定しております。 
単位：億円（単位未満は切り捨て） 

以上 

【平成２９年３月期見通し（連結業績）】 予想 前期実績 
（平成２８年３月期） 

増減 

売 上 高 １８，１００  １７，９１１ １８９ 
営 業 利 益  １，４５０ １，３６４ ８６ 
経 常 利 益     １，３００      １，３０７ ▲７ 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 
当 期 純 利 益     ８００      ７８１ １９  


